
◆展開方向01：

◆展開方向02：

◆展開方向03：

展開方向01 1 社会福祉功労者顕彰事業費 213

2 支え合いの人づくり支援事業費 214

3 社会福祉関係団体補助金 215

4 地域高齢者福祉活動推進事業費 216

展開方向02 5 地域福祉推進事業費 217

6 更生保護活動促進事業費 218

7 高齢者等見守り安心事業費 219

展開方向03 8 民生児童協力委員関係事業費 220

9 民生児童委員関係事業費 221

10 権利擁護推進事業費 222

11 小災害見舞金 223

12 被災者生活再建支援金 224

13 権利擁護推進事業費 225

【施策０６】　地域福祉
～誰もが地域でその人らしく暮らせる福祉のまち～

地域の課題に関心を持ち、行動し、「支えあい」をはぐくむ人づくりを進めます。

市民や多様な主体が福祉課題を共有し、参画・協働して解決する地域づくりを進めます。

誰もが安心できるくらしを支える基盤づくりを進めます。
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令和2年度はコロナ禍の影響で式典
を中止したことで尼崎市社会福祉協
議会への委託料が無くなったもの。

令和3年度事務事業シート（令和2年度決算）
事務事業名 社会福祉功労者顕彰事業費 301A 施策 06 地域福祉

根拠法令

展開方向
06-1 地域の課題に関心を持ち、行動し、「支え
あい」をはぐくむ人づくりを進めます。

事業分類

行政の取組 06-1 支えあいをはぐくむ人づくり項

尼崎市社会福祉功労者表彰式における市長表彰等に関する要綱

05 社会福祉費

目 05 社会福祉総務費

ソフト事業 事業開始年度 昭和57年度
会計 01 一般会計

令和元年度 110 令和2年度

款 15 民生費

局 健康福祉局 課 福祉課 所属長名 高橋　健二

②事業成果の点検

目標指標

①事業目的・事業概要・実施内容
事業目的
（趣旨・対象・
求める成果）

社会福祉の各分野で顕著な功績のあった者を顕彰するとともに、その功績をたたえることにより、積極的な社会福祉
活動の推進と地域連帯意識の高揚を図り、福祉の増進と地域社会の発展を期する。

実施内容

「尼崎市社会福祉功労者表彰式」を開催し、各福祉団体からの推薦を得た市内で社会福祉活動を10年または20年
以上継続している個人及び団体に表彰を行う。
（表彰基準）
　個人：（表彰）在任20年以上など　（感謝）在任10年以上など
　団体：住民の福祉に多大の貢献をした団体

<令和2年度実績>
・被表彰団体（者）数
　　団体表彰：22団体、個人表彰：25人、個人感謝：88人
・令和2年度は、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から表彰式を中止し、郵送にて表彰状の授与を行った。

事業概要 地域福祉に顕著な功績のあった者を顕彰し、地域福祉活動の促進と地域連帯意識の高揚を図る。

個人・団体の表彰件数
（適切な成果指標及びその目標設定が困難なため、活動指標の実績値のみを表記）

単位 件

目標・実績

③事業費 （単位：千円）

【今後の取組方針】（事業の方向性： 維持）

令和元年度決算 令和2年度決算 （参考）令和3年度予算 備考

事業成果
（達成状況等）

・各団体からの推薦に基づき、対象者を把握し表彰することができている。
・地域福祉活動の重要性が高まる中で、地域において社会福祉活動に功績のある人や団体を表彰することにより、
地域福祉活動の推進と地域連帯意識の高揚に寄与することができた。

・社会福祉功労者顕彰事業は、個人・団体の功績を公のものにするとともに、意識の高揚や組織の活性化を促すも
のであり、国や県による類似の表彰がなく、市が事業を行う必要性が高いことから、継続して実施していく。

【成果と課題】（目標に対する達成状況：
・平成30年3月号から、市報の一般記事を

―　　）

目標値 ―
達成
年度

― 135
年
度
平成30年度 206

事業費　A 270 67 339 
需用費 27 
役務費

補償補填及び賠償金 28 

12 
委託料 270 339 

職員人件費 1,693 1,885 1,355 
嘱託等人件費

人件費　B 1,693 1,885 1,355 
職員人工数 0.26 0.26 0.21

その他
一般財源 1,963 1,952 1,694 

合計　C（A+B） 1,963 1,952 1,694 

C
の
財
源
内
訳

国庫・県支出金

市債
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市民福祉振興基金その他 3,162 4,194 
一般財源 2,506 2,876 3,243 

合計　C（A+B） 5,668 5,877 7,437 

C
の
財
源
内
訳

国庫・県支出金

市債
3,001 

職員人件費 2,506 2,876 3,243 
嘱託等人件費

人件費　B 2,506 2,876 3,243 
職員人工数 0.42 0.37 0.42

2,989 3,900 

0 4 30 
委託料 0 0 0 

目標値 450
達成
年度

令和4 368
年
度
平成30年度 350

事業費　A 3,162 3,001 4,194 
報償費 121 8 226 
需用費

使用料及び賃借料 2 0 38 
負担金、補助及び交付金 3,039 

③事業費 （単位：千円）

【今後の取組方針】（事業の方向性： 維持）

令和元年度決算 令和2年度決算 （参考）令和3年度予算 備考

事業成果
（達成状況等）

・立花地区で「災害時要配慮者支援」のテーマのもとインクルーシブ防災講座を実施し、受講者の中から「自分たちも
学びの場をつくりたい」といった意見があるなど、地域課題を我が事とする意識醸成が進んだ。
・コロナ禍で活動を躊躇していた大学等に対し、ICTを活用した活動例の紹介や、尼崎市社会福祉協議会や地域振
興センターと連携し、コロナ禍でも活動する市民活動団体の情報提供を行い、子ども食堂での活動の継続や新たな
子育て支援などの学生主体の地域貢献活動が行われた。

・学生等が地域活動に参加しやすい環境づくりに向けて、引き続き、地域振興センターや尼崎市社会福祉協議会と
連携し、協働先となる市民活動団体の紹介を行うとともに、様々な地域資源情報を公開し、検索できる地域情報共
有サイトの運用を通じて、市民の主体的な活動を支援していく。

【成果と課題】（目標に対する達成状況：
・平成30年3月号から、市報の一般記事を

（概ね）達成）

令和元年度 344 令和2年度

款 15 民生費

局 健康福祉局 課 福祉課 所属長名 高橋　健二

②事業成果の点検

目標指標

①事業目的・事業概要・実施内容
事業目的
（趣旨・対象・
求める成果）

市が市民活動団体等と協働して福祉に関する関心、意識を高めるための福祉学習の推進に取り組むほか、高校
生、大学生が学びを通して、尼崎市内において福祉に関する地域課題の解決に向けて市民活動団体と協働する取
組を支援することで、新たな地域福祉活動の担い手を育むことを目的とする。

実施内容

1　福祉課題の解決に向けた体系的な福祉の学びの場支援事業　(13千円）
（実施内容）
　みんなの尼崎大学支えあい分野に登録し、市の各課が市民活動団体と共催して福祉に関する講座等を行う場合
に、その費用の一部を助成する。
　　（実績）令和2年度　1講座「インクルーシブ防災」
　　　　　　　　　　　　　 　受講者数24人（コロナ禍での事業の延期等で実施回数及び受講者数の減となった。）

2　支え合いを育む人づくり支援事業　（2,989千円）
（実施内容）
 高校生や大学生が尼崎市内で活動する市民活動団体と協働し、市内をフィールドとして取り組む授業や研究活動
等の費用の一部を補助する。【1団体　補助上限　30万円】
　　（実績）令和2年度　10校　15グループ　368人

事業概要
市が市民活動団体等と共催して市民の福祉に関する講座等を実施する。また、高校生、大学生が学びを通して、市
内の福祉に関する地域課題の解決に向けて市民活動団体と協働する取組に要する経費の一部を補助する。

市民活動団体と協働する高校・大学生数 単位 人

目標・実績

根拠法令

展開方向
06-1 地域の課題に関心を持ち、行動し、「支え
あい」をはぐくむ人づくりを進めます。

事業分類

行政の取組 06-1 支えあいをはぐくむ人づくり項

尼崎市支え合いを育む人づくり支援事業補助金交付要綱

05 社会福祉費

目 05 社会福祉総務費

ソフト事業 事業開始年度 平成30年度
会計 01 一般会計

令和3年度事務事業シート（令和2年度決算）
事務事業名 支え合いの人づくり支援事業費 302C 施策 06 地域福祉
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市民福祉振興基金その他 10,313 11,394 
一般財源 57,580 57,781 61,373 

合計　C（A+B） 67,893 68,846 72,767 

C
の
財
源
内
訳

国庫・県支出金

市債
11,065 

職員人件費 1,253 2,021 4,865 
嘱託等人件費

人件費　B 1,253 2,021 4,865 
職員人工数 0.16 0.26 0.63

目標値
前年度
の実績

達成
年度

― 2,302
年
度
平成30年度 3,763

事業費　A 66,640 66,825 67,902 
負担金補助及び交付金 66,640 66,825 67,902 

③事業費 （単位：千円）

【今後の取組方針】（事業の方向性： 維持）

令和元年度決算 令和2年度決算 （参考）令和3年度予算 備考

事業成果
（達成状況等）

・市社協が各支部に設置したささえあい地域活動センター「むすぶ」では、地域住民や支援機関からの買い物等の
困りごと相談に登録者をマッチングする取組を進めたが、コロナ禍でボランティア登録の呼びかけ機会が減少し、新
規登録者は減少する結果となった。（R1:80人、R2:59人)また、相談受付及びコーディネート件数についてコロナ禍に
より、件数は減少した。
・更生保護活動等を行う保護司会や更生保護女性会活動を支援することで、事業運営の安定化を図った。

・新たな担い手づくりに向けて、市社協の活動を補助することにより、地域福祉活動の担い手発掘等の講座を通して
「むすぶ」への登録勧奨を行う。また引き続き市社協において、地域福祉活動と「むすぶ」登録者をマッチングするこ
とにより、ボランティア活動への参加を促す。
・活動の協力が得られやすい既存の活動団体での活動者や「むすぶ」登録者への勧奨等の効果的、効率的なマッチ
ングの手法について、市社協及び地域振興センターと協議を行う。

【成果と課題】（目標に対する達成状況：
・平成30年3月号から、市報の一般記事を

やや達成できず）

令和元年度 3,380 令和2年度

款 15 民生費

局 健康福祉局 課
福祉課
企画管理課
高齢介護課

所属長名
高橋　健二
城間　努
友弘 真由美

②事業成果の点検

目標指標

①事業目的・事業概要・実施内容
事業目的
（趣旨・対象・
求める成果）

尼崎市社会福祉協議会（以下「市社協」という。）及び尼崎市保護司会、尼崎地区更生保護女性会に対して活動助
成を行うことで、これらの団体が実施する事業運営の安定化を図り、市民福祉の増進に寄与するとともに、犯罪者の
自立更生及び犯罪の予防等、更生保護事業の促進を図ることを目的とする。

実施内容

1　尼崎市社会福祉協議会補助金（福祉課）
(1)　ボランティアセンター事業補助金　(16,645千円)
　    市社協のボランティア活動普及・啓発事業やボランティアグループ助成事業の経費の一部を補助する。
(2)　地域福祉権利擁護事業補助金（4,371千円）
      市社協が実施する福祉サービス利用援助事業（成年後見制度の利用に至らないが、判断能力に不安のある高
齢者等を対象に金銭管理等を行う事業）に係る経費の一部を助成する。
(3)　尼崎市地区民生委員児童委員協議会補助金　（30,318千円）
      6地区の民生児童委員協議会事務局、民生児童委員の研修業務等を担う職員人件費の一部を補助する。
2　更生保護事業補助金（610千円）（福祉課）
　　犯罪者の自立更生及び犯罪の予防等、更生事業の促進を図るとともに、明るい地域社会の形成に寄与する保護
司会、更生保護女性会に対する補助を行う。
3　社会福祉法人尼崎市社会福祉事業団補助金（14,716千円）（健康福祉局企画管理課）
　　法人職員人件費にかかる補助を行う。
4　社会福祉法人尼崎市社会福祉事業団補助金（調査分）（165千円）（高齢介護課）
　　長安寮の将来のあり方調査・研究事業の調査業務委託にかかる経費を補助する。

事業概要 市社協、尼崎市保護司会、尼崎地区更生保護女性会及び社会福祉事業団に対して活動助成を行う。

尼崎市社会福祉協議会（ボランティアセンター）による相談受付及びコーディネート件数 単位 件

目標・実績

根拠法令

展開方向
06-1 地域の課題に関心を持ち、行動し、「支え
あい」をはぐくむ人づくりを進めます。

事業分類

行政の取組 06-1 支えあいをはぐくむ人づくり項

尼崎市社会福祉法人助成条例等

05 社会福祉費

目 05 社会福祉総務費

補助金・助成金 事業開始年度 昭和41年度
会計 01 一般会計

令和3年度事務事業シート（令和2年度決算）
事務事業名 社会福祉関係団体補助金 30BA 施策 06 地域福祉
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市民福祉振興基金

令和3年度事務事業シート（令和2年度決算）
事務事業名 地域高齢者福祉活動推進事業費 331F 施策 06 地域福祉

根拠法令

展開方向
06-1 地域の課題に関心を持ち、行動し、「支え
あい」をはぐくむ人づくりを進めます。

事業分類

行政の取組 06-1 支えあいをはぐくむ人づくり項

尼崎市地域高齢者福祉活動推進事業補助金交付要綱

05 社会福祉費

目 20 老人福祉費

補助金・助成金 事業開始年度 平成22年度
会計 01 一般会計

令和元年度 98 令和2年度

款 15 民生費

局 健康福祉局 課 福祉課 所属長名 高橋　健二

②事業成果の点検

目標指標

①事業目的・事業概要・実施内容
事業目的
（趣旨・対象・
求める成果）

高齢者の生きがいを促進するとともに、広く市民が高齢者に対して実施する福祉活動を通じて、高齢者福祉に関心
を持って理解を深め、自主的に活動する地域福祉コミュニティの形成を促進することを目的とする。

実施内容

地域高齢者福祉活動推進事業補助金（40,303千円）
（補助対象事業）
　(1)　一般事業
　　　高齢者が参画する次の活動
  　　　①　地域における安全安心活動　　　　高齢者福祉に関する情報収集
  　　　②　引きこもり防止または解消活動　　地域への参加促進、健康・生きがいづくり
  　　　③　地域住民交流事業　　　　　　　　 　地域における高齢者福祉ネットワーク構築、住民交流事業
  　　　④　学習教養・敬愛事業　　　　　　　 　学習教養事業、敬愛活動・友愛活動
　　（実績）　53社会福祉連絡協議会　117単位福祉協会

　(2)　地域高齢者ふれあい活動事業
　　　地域で自主的に活動するグループが、家に閉じこもりがちな高齢者、虚弱高齢者または、軽度認知症
　　高齢者等、5人以上に対して昼食の提供や養護等の福祉活動を週1回以上実施する活動
　　（実績）　6グループ【1グループ　補助上限　65万円】

事業概要
市民活動団体等が自主的に実施する地域における安全安心活動、引きこもり防止活動、住民交流事業、学習教養・
敬愛事業等、地域高齢者福祉活動推進事業に対し、補助金を交付する。

補助金執行率（適切な成果指標及びその目標設定が困難なため、活動指標の実績値の
みを表記）

単位 ％

目標・実績

③事業費 （単位：千円）

【今後の取組方針】（事業の方向性： 維持）

令和元年度決算 令和2年度決算 （参考）令和3年度予算 備考

事業成果
（達成状況等）

・社会福祉法人尼崎市社会福祉協議会が当該補助金を活用して、地域での自主的な高齢者福祉活動の実施を働き
かけたことで、市内全域での単位福祉協会、社会福祉連絡協議会による一定の自主的な活動が維持されており、地
域住民による地域福祉コミュニティの形成を促進することにつながっている。
・達成率の減少理由については、新型コロナウィルス感染拡大防止の観点から、一般事業及び地域高齢者ふれあ
い活動事業において一部の事業が未実施となったためである。

・引き続き、地域福祉コミュニティの形成を促進するため、事業補助を継続していく。

【成果と課題】（目標に対する達成状況：
・平成30年3月号から、市報の一般記事を

（概ね）達成）

目標値 ―
達成
年度

― 88
年
度
平成30年度 100

事業費　A 45,721 40,303 46,631 
負担金補助及び交付金 45,721 40,303 46,631 

職員人件費 1,801 855 2,394 
嘱託等人件費

人件費　B 1,801 855 2,394 
職員人工数 0.23 0.11 0.31

その他 1,600 1,600 
一般財源 45,922 39,558 47,425 

合計　C（A+B） 47,522 41,158 49,025 

C
の
財
源
内
訳

国庫・県支出金

市債
1,600 
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地域福祉活動専門員配置について
は6人分の経費を補助

生活困窮者就労準備支援事業費
等補助金（補助率　1/2）
生活困窮者自立相談支援事業費
負担金（負担率　3/4）
市民福祉振興基金

令和3年度事務事業シート（令和2年度決算）
事務事業名 地域福祉推進事業費 302B 施策 06 地域福祉

根拠法令

展開方向
06-2 市民や多様な主体が福祉課題を共有し、
参画・協働して解決する地域づくりを進めます。

事業分類

行政の取組
06-2 市民や多様な主体の参画と協働による地
域づくり

項

尼崎市地域福祉推進事業補助金交付要綱等

05 社会福祉費

目 05 社会福祉総務費

補助金・助成金 事業開始年度 平成23年度
会計 01 一般会計

令和元年度 339 令和2年度

款 15 民生費

局 健康福祉局 課 福祉課 所属長名 高橋　健二

②事業成果の点検

目標指標

①事業目的・事業概要・実施内容
事業目的
（趣旨・対象・
求める成果）

あまがさきし地域福祉計画の基本理念の実現に向けて、社会福祉法人尼崎市社会福祉協議会（以下「市社協」とい
う。）が地域福祉の推進に取り組む事業経費を補助することにより、地域福祉の推進を図ることを目的とする。

実施内容

1　地域福祉推進協議会事業費（32千円）
　  「あまがさきし地域福祉計画」の基本理念の実現に向けて、尼崎市地域福祉推進協議会を設置し、対象者別、制
度別に制限されない幅広い地域福祉課題等を市全体で共有し、課題に対応した新たな施策の協議等を行う。
2　地域福祉推進事業補助金（36,398千円）
　  市社協に対し、地域福祉活動の推進や地域福祉のネットワークの構築、災害時要援護者支援体制の基盤づくり
等を支援する地域福祉活動専門員の配置にかかる経費を補助する。
　（主な活動内容）
　　(1)　市民に対する地域福祉活動の理解促進に向けた啓発　　　(2)　担い手の確保・育成等の事業
　　(3)　地域福祉活動の立ち上げ支援　　　(4)　地域福祉のネットワーク形成に向けた支援
　　(5)　地域の要援護者に対する個別援助の支援　　　(6)  災害時要援護者の支援体制の基盤づくり　等
3　地域福祉啓発事業補助金（1,238千円）
　  市社協が行う地域の様々な団体が自主的に行う地域福祉活動についての理解を深めるための研修会等や地域
福祉活動の周知、参加促進活動に対しての助成経費を補助する。
　（実績）　活動団体数　593単位福祉協会　（主な活動内容）　世代間交流事業など

事業概要
市社協に対し、地域福祉活動の推進や地域福祉のネットワークの構築、災害時要援護者支援体制の基盤づくり等
を支援する地域福祉活動専門員（生活支援コーディネータ兼務）の配置にかかる経費等を補助する。

地域福祉活動専門員相談支援件数
（適切な成果指標の設定は困難なため、活動指標を設定）

単位 件

目標・実績

③事業費 （単位：千円）

【今後の取組方針】（事業の方向性： 維持）

令和元年度決算 令和2年度決算 （参考）令和3年度予算 備考

事業成果
（達成状況等）

・地域福祉活動専門員が地域住民や地域振興センター等と連携を図り、ゴミ屋敷などの制度の狭間や複合的な課
題を抱える世帯の支援に取り組むことなどにより、早期発見・支援のための地域や専門機関との情報共有のネット
ワークが広がっている。
・民生児童委員や地域包括支援センター等との連携が進むことで、多様化・複合化した相談対応が増えているた
め、地域福祉活動専門員のより一層の専門性の向上が必要である。

・地域福祉活動専門員の研修経費の補助や人事交流などを通じて、専門性の向上に向けた支援を行う。

【成果と課題】（目標に対する達成状況：
・平成30年3月号から、市報の一般記事を

やや達成できず）

目標値 720
達成
年度

令和4 462
年
度
平成30年度 354

事業費　A 37,809 37,667 37,880 
報償費 57 26 60 
使用料及び賃借料 5 10 
負担金補助及び交付金 37,752 37,636 37,810 

職員人件費 392 5,752 2,780 
嘱託等人件費

人件費　B 392 5,752 2,780 
職員人工数 0.05 0.74 0.36

その他 500 500 
一般財源 19,752 24,970 35,160 

合計　C（A+B） 38,201 43,419 40,660 

C
の
財
源
内
訳

国庫・県支出金 17,949 5,000 
市債

17,949 

500 
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保護司会への委託料

令和3年度事務事業シート（令和2年度決算）
事務事業名 更生保護活動促進事業費 3043 施策 06 地域福祉

根拠法令

展開方向
06-2 市民や多様な主体が福祉課題を共有し、
参画・協働して解決する地域づくりを進めます。

事業分類

行政の取組
06-2 市民や多様な主体の参画と協働による地
域づくり

項

―

05 社会福祉費

目 05 社会福祉総務費

ソフト事業 事業開始年度 平成24年度
会計 01 一般会計

令和元年度 2,838 令和2年度

款 15 民生費

局 健康福祉局 課 福祉課 所属長名 高橋　健二

②事業成果の点検

目標指標

①事業目的・事業概要・実施内容
事業目的
（趣旨・対象・
求める成果）

犯罪や非行のない地域社会づくりを目指し、更生保護ボランティアを中心とした地域での更生保護活動の促進を図
る。

実施内容

1 委託先
　 尼崎市保護司会

2 委託内容
　①社会を明るくする運動（推進委員会、市長1日保護司会長委嘱および意見交換）
　②カウンセリング研修会（年2回）、講習会（年12回程度）、合同研究会（年1回）
　③青少年の健全育成及び非行化防止等に関する業務
　④その他更生保護活動促進に関する業務及び更生保護活動に関する調査研究

3　実績
　　新型コロナウイルス感染症対策のため、社会を明るくする運動の中央集会は中止した。そのため、非接触型によ
る広報活動として、エフエムあまがさきによる保護司の活動の紹介、市バスの中づり広告、ポケットティッシュの公共
施設等への設置などを行った。

事業概要 更生保護活動の促進を図るため、尼崎市保護司会に各種事業を委託する。

“社会を明るくする運動”等参加人数
（適切な成果指標及びその目標設定が困難なため、活動指標の実績値のみを表記）

単位 人

目標・実績

③事業費 （単位：千円）

【今後の取組方針】（事業の方向性： 維持）

令和元年度決算 令和2年度決算 （参考）令和3年度予算 備考

事業成果
（達成状況等）

・新型コロナウイルス感染症対策のため中央集会は中止とし、また地区での集会を小規模で実施したことから、参加
人数が減少した。
・社会を明るくする運動の中央集会の中止に代わり、市長と更生保護活動の促進に向けた意見交換会を行った。

・犯罪を犯した人の社会復帰には地域社会における更生保護への理解と協力が必要不可欠であるため、引き続き、
社会を明るくする運動を通じて、市民の更生保護に対する意識向上に努める。
・引き続き、市の関係機関をはじめとした専門機関と保護観察所、保護司との連携を進める。

【成果と課題】（目標に対する達成状況：
・平成30年3月号から、市報の一般記事を

―　　）

目標値 ―
達成
年度

― 702
年
度
平成30年度 2,443

事業費　A 4,095 3,851 4,095 
委託料 4,095 3,851 4,095 

職員人件費 1,645 855 1,622 
嘱託等人件費

人件費　B 1,645 855 1,622 
職員人工数 0.21 0.11 0.21

その他
一般財源 5,740 4,706 5,717 

合計　C（A+B） 5,740 4,706 5,717 

C
の
財
源
内
訳

国庫・県支出金

市債
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尼崎市社会福祉協議会への委託料

その他 1,320 1,350 
一般財源 12,016 11,661 16,253 

合計　C（A+B） 13,336 13,011 17,603 

C
の
財
源
内
訳

国庫・県支出金

市債
1,350 

職員人件費 2,776 2,876 6,023 
嘱託等人件費

人件費　B 2,776 2,876 6,023 
職員人工数 0.39 0.37 0.78

10,395 10,135 11,363 

目標値 75
達成
年度

令和4 46
年
度
平成30年度 43

事業費　A 10,560 10,135 11,580 
需用費 165 217 
委託料

③事業費 （単位：千円）

【今後の取組方針】（事業の方向性： 維持）

令和元年度決算 令和2年度決算 （参考）令和3年度予算 備考

事業成果
（達成状況等）

・「高齢者等見守り安心事業」では尼崎市社会福祉協議会と連携し、重点地区11カ所に働きかけを行った結果、新た
に1地区が立ち上がり計46地区で見守り活動が行われた。
・また、コロナ禍で停滞する活動再開に向けて、「新しい生活様式」を踏まえた見守りのポイントをまとめたチラシを作
成し活動者に配付した。

・令和2年度に構築した要支援者システムを活用する中で、尼崎市社会福祉協議会や地域振興センターがそれぞれ
の強みを活かし連携して訪問型の見守りや通い型の見守り等重層的な見守り活動を進める。
・見守り未実施エリアについては、見守り活動の担い手の発掘やグループ化を進め、未実施地区の解消に取り組む
とともに、全市域での見守り活動の実現に向けた、より効果的な進め方について検討する。

【成果と課題】（目標に対する達成状況：
・平成30年3月号から、市報の一般記事を

やや達成できず）

令和元年度 45 令和2年度

款 15 民生費

局 健康福祉局 課 福祉課 所属長名 高橋　健二

②事業成果の点検

目標指標

①事業目的・事業概要・実施内容
事業目的
（趣旨・対象・
求める成果）

高齢者等が住みなれた地域で安心して暮らせるように、地域住民等による見守り体制の構築を図る。

実施内容

1　高齢者等見守り安心事業
 (1) 委託先　　　社会福祉法人尼崎市社会福祉協議会
 (2) 主な委託内容
    ①見守り事業の推進業務（担い手の発掘、育成、事業広報、地域住民等への協力要請等）
　  ②指定地区の運営支援業務（指導・助言、関係機関との調整、見守り安心委員会の開催等）
　  ③見守り推進員・協力員を対象とした研修会の企画・開催等
 (3) 実績　令和2年度実施地区：46地区
　　 令和3年3月31日現在　登録希望者：4,085人　活動委員数：1,828人(推進員：590人　協力員：1,238人）
2　見守り協定の締結（令和3年3月31日現在）
   見守り協定締結事業者が、業務活動中に救護が必要な高齢者等を発見した場合及び高齢者宅の異常を発見し
た場合は関係機関に連絡を行う。
　（協定締結順）　5団体
   日本新聞販売協会、生活協同組合コープこうべ、布亀株式会社、株式会社セブン-イレブン・ジャパン、尼崎信用
金庫

事業概要
見守りを希望した65歳以上のみで構成される高齢者世帯等を対象に、地域住民等による見守りを実施するととも
に、配達事業者等と高齢者等の見守り協定を締結し、地域住民、事業者による重層的な見守り体制を構築する。

高齢者等見守り安心事業の実施地区数
（適切な成果指標の設定が困難であるため、活動指数を設定）

単位 地区

目標・実績

根拠法令

展開方向
06-2 市民や多様な主体が福祉課題を共有し、
参画・協働して解決する地域づくりを進めます。

事業分類

行政の取組
06-2 市民や多様な主体の参画と協働による地
域づくり

項

―

05 社会福祉費

目 20 老人福祉費

ソフト事業 事業開始年度 平成21年度
会計 01 一般会計

令和3年度事務事業シート（令和2年度決算）
事務事業名 高齢者等見守り安心事業費 338M 施策 06 地域福祉
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ボランティア活動保険料

令和3年度事務事業シート（令和2年度決算）
事務事業名 民生児童協力委員関係事業費 301K 施策 06 地域福祉

根拠法令

展開方向
06-3 誰もが安心できるくらしを支える基盤づくり
を進めます。

事業分類

行政の取組 06-3 誰もが安心できるくらしを支える基盤づくり項

尼崎市民生児童協力委員設置要綱

05 社会福祉費

目 05 社会福祉総務費

ソフト事業 事業開始年度 ―
会計 01 一般会計

令和元年度 1,317 令和2年度

款 15 民生費

局 健康福祉局 課 福祉課 所属長名 高橋　健二

②事業成果の点検

目標指標

①事業目的・事業概要・実施内容
事業目的
（趣旨・対象・
求める成果）

地域福祉の増進を図るため、民生児童委員に協力し福祉活動を行う民生児童協力委員を設置し、地域における協
力体制の整備を行うことで、民生児童委員の負担軽減を図る。

実施内容

1　民生児童協力委員の設置
　民生児童協力委員の活動内容

　　①　民生児童委員の活動の支援
　　②　家庭への安否確認、友愛訪問
　　③　市の福祉施策の普及啓発など、その他、地域の福祉活動の協力
　設置数　民生児童委員1人につき、2人を設置
　全社協ボランティア活動保険加入

　　　活動中の事故に備えて傷害等保険制度に加入。　（実績）480千円

2　尼崎市民生児童協力委員設置事業実施業務
　民生児童協力委員が民生児童委員と連携を深めるための研修等を尼崎市民生児童委員協議会連合会に委託
　実施内容　研修会及び連絡会を地区民生児童委員協議会単位で開催（各6回実施）
　実績　666千円

事業概要 民生児童協力委員が民生児童委員と協力して福祉活動を行うことで、地域福祉協力体制の強化を図る。

民生児童協力委員の年度末時点の現員数
（適切な成果指標の設定は困難なため、活動指標を設定）

単位 人

目標・実績

③事業費 （単位：千円）

【今後の取組方針】（事業の方向性： 維持）

令和元年度決算 令和2年度決算 （参考）令和3年度予算 備考

事業成果
（達成状況等）

・民生児童協力委員としての心構え等に関する研修や民生児童委員との連絡会について、6行政区ごとの地区民生
児童委員協議会の新型コロナウイルス感染症対策に沿って、柔軟に実施した
・民生児童委員活動の負担軽減に向けて民生児童協力委員の欠員が課題となっている。

・引き続き、地区民生児童委員協議会事務局である尼崎市社会福祉協議会と連携し、民生児童協力委員の欠員補
充に向けた取組を進める。

【成果と課題】（目標に対する達成状況：
・平成30年3月号から、市報の一般記事を

やや達成できず）

目標値 1,666
達成
年度

令和4 1,352
年
度
平成30年度 1,435

事業費　A 1,527 1,146 1,219 
需用費 258 0 10 
役務費

使用料及び賃借料

その他

602 480 498 
委託料 667 666 711 

職員人件費 5,353 3,966 1,622 
嘱託等人件費

人件費　B 5,353 3,966 1,622 
職員人工数 0.79 0.58 0.21

その他
一般財源 6,880 5,112 2,841 

合計　C（A+B） 6,880 5,112 2,841 

C
の
財
源
内
訳

国庫・県支出金

市債
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表彰関係筆耕料

民生児童委員協議会連合会補助金

令和3年度事務事業シート（令和2年度決算）
事務事業名 民生児童委員関係事業費 3021 施策 06 地域福祉

根拠法令

展開方向
06-3 誰もが安心できるくらしを支える基盤づくり
を進めます。

事業分類

行政の取組 06-3 誰もが安心できるくらしを支える基盤づくり項

民生委員法他

05 社会福祉費

目 05 社会福祉総務費

補助金・助成金 事業開始年度 ―
会計 01 一般会計

令和元年度 775 令和2年度

款 15 民生費

局 健康福祉局 課 福祉課 所属長名 高橋　健二

②事業成果の点検

目標指標

①事業目的・事業概要・実施内容
事業目的
（趣旨・対象・
求める成果）

少子、高齢化等を背景とした市民の福祉ニーズの多様化により、地域福祉の重要性が高まる中で、民生児童委員
の資質向上・活動促進を行うことを目的とする。

実施内容

1　民生児童委員調査等活動費補助金（75,314千円）
　民生児童委員及び主任児童委員の活動費用弁償に要する経費等を補助する。
　（民生児童委員の活動内容）
　　・ 住民の生活状況を必要に応じて適切に把握する。
　　・ 要援護者の能力に応じて自立した日常生活を営むことができるよう相談に応じ、指導や助言を行う。
　　・ 要援護者に適切な福祉サービスの利用ができるように必要な情報等を提供する。

2　尼崎民生児童委員協議会連合会補助金（1,699千円）
　民生児童委員の資質の向上等を目的として尼崎市民生児童委員協議会連合会の活動に対して補助する。
　（実績）民生児童委員に対して関係機関との連携を図るための研修の実施（5回）※コロナ禍で研修回数減

3　民生児童委員関係事業費（310千円）
　・民生委員推薦会の開催（年3回）
　・退任した民生児童委員に対して、厚生労働大臣及び尼崎市長から表彰状及び感謝状を贈呈
　・兵庫県民生委員児童委員連合会に委託し、民生児童委員に対して研修業務を実施（4回）

事業概要 民生児童委員活動を促進し、要援護者に対する援護の充実及び地域住民の福祉の向上を図る。

年度末時点の民生児童委員数
（適切な成果指標の設定は困難なため、活動指標を設定）

単位 人

目標・実績

③事業費 （単位：千円）

【今後の取組方針】（事業の方向性： 維持）

令和元年度決算 令和2年度決算 （参考）令和3年度予算 備考

事業成果
（達成状況等）

・コロナ禍で今後相談対応の増加が懸念される生活困窮や虐待事例に、民生児童委員が関係機関と連携し適切に
対応できるよう、生活保護制度や児童虐待の研修、いくしあ職員との意見交換を実施した。
 ・引き続き、欠員の補充が課題となっている。

・引き続き、地区民生児童委員協議会や民生児童委員に対する継続した支援を行うとともに、関係機関との連携を
意識した民生児童委員研修の充実を図る。
・地区民生児童委員協議会である尼崎市社会福祉協議会と連携し、欠員補充に向けた地域への働きかけを行う。
・新たに導入した要支援者システムの民生委員に係る機能を活用し、地区民生児童委員協議会事務局を担う尼崎
市社会福祉協議会との情報連携、担当区域の世帯数調査および民生委員の推薦をより円滑に実施する。

【成果と課題】（目標に対する達成状況：
・平成30年3月号から、市報の一般記事を

（概ね）達成）

目標値 857
達成
年度

令和4 795
年
度
平成30年度 817

事業費　A 77,048 75,671 78,560 
需用費 684 0 2 
役務費

使用料及び賃借料 33 48 8 
負担金補助及び交付金 75,998 75,314 78,242 

33 9 8 
委託料 300 300 300 

職員人件費 17,449 13,997 5,637 
嘱託等人件費 140 

人件費　B 17,589 13,997 5,637 
職員人工数 2.37 2.01 0.73

その他
一般財源 94,356 89,668 84,197 

合計　C（A+B） 94,637 89,668 84,197 

C
の
財
源
内
訳

国庫・県支出金 281 
市債
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職員出張旅費
書籍等
センター運営・弁護士顧問料

法人後見・市民後見推進事業費
補助金（補助率　3/4）

その他
一般財源 7,712 7,767 7,849 

合計　C（A+B） 12,530 12,573 12,656 

C
の
財
源
内
訳

国庫・県支出金 4,818 4,807 
市債

4,806 

職員人件費 862 933 927 
嘱託等人件費 351 322 328 

人件費　B 1,213 1,255 1,255 
職員人工数 0.11 0.12 0.12

14 5 16 
需用費 33 37 45 

目標値 ―
達成
年度

― 588
年
度
平成30年度 700

事業費　A 11,317 11,318 11,401 
報償費 1 
旅費

委託料 11,270 11,276 11,339 

③事業費 （単位：千円）

【今後の取組方針】（事業の方向性： 維持）

令和元年度決算 令和2年度決算 （参考）令和3年度予算 備考

事業成果
（達成状況等）

・平成26年度より成年後見等支援センターを設置し、市民や各機関からの相談に対応した。
＜平成30年度実績＞　権利擁護相談1,178件、市民後見人養成5人、後見人受任10人（30年度末）
                               センター運営委員会2回
＜令和元年度実績＞　権利擁護相談1,450件、市民後見人養成8人、後見人受任6人（元年度末）
                               センター運営委員会1回
＜令和2年度実績＞ 　権利擁護相談1,473件 、市民後見人養成5人、後見人受任8人（2年度末）
                               センター運営委員会2回
※実績は権利擁護推進事業（介護特会）と重複する。

・成年後見等支援センターを成年後見制度利用促進の中核機関とし、弁護士や民生児童委員、地域包括支援セン
ター、相談支援事業所等で構成する成年後見等支援センター運営委員会を通じて、地域連携ネットワーク機能が有
効に活用できるよう協議を進める。

【成果と課題】（目標に対する達成状況：
・平成30年3月号から、市報の一般記事を

―　　）

令和元年度 591 令和2年度

款 15 民生費

局 健康福祉局 課 北部福祉相談支援課 所属長名 上野　裕司

②事業成果の点検

目標指標

①事業目的・事業概要・実施内容
事業目的
（趣旨・対象・
求める成果）

知的障害者、精神障害者など、判断能力が不十分な者及びその関係者を対象に、成年後見に係る相談から申立、
受任者の養成・監督など一体的に支援を行うことで、誰もが本人らしい生活を送れる体制をつくる。（権利擁護ネット
ワーク事業、市民後見推進事業を統合・拡充）

実施内容

成年後見支援に係るセンターを設置（委託、南北保健福祉センター内に設置）
　・成年後見制度に係る専門的な利用支援（市民・介護事業者への相談・申立支援）
　・専門職相談会の実施
　・市民後見人の養成・受任調整・活動監督
　・権利擁護支援
　　　権利擁護支援ネットワークの推進（センター運営委員会）
　　　権利擁護相談、権利擁護に関する広報啓発
困難ケースの権利擁護に関するスーパーバイズ
　・法律顧問による市に対する相談・同行支援、権利擁護支援チームによる個別支援

事業概要
成年後見等支援センターを設置・運営し、成年後見に係る専門的な知見を背景に相談から対応、その後の支援まで
一体的に行うとともに市民後見人の養成等を行うことで、高齢者・障害者の権利擁護を図る。

成年後見等に係る相談支援の終了件数
（適切な成果指標及びその目標設定が困難なため、活動指標の実績値のみを表記）

単位 件

目標・実績

根拠法令

展開方向
06-3 誰もが安心できるくらしを支える基盤づくり
を進めます。

事業分類

行政の取組 06-3 誰もが安心できるくらしを支える基盤づくり項

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等

05 社会福祉費

目 05 社会福祉総務費

ソフト事業 事業開始年度 平成26年度
会計 01 一般会計

令和3年度事務事業シート（令和2年度決算）
事務事業名 権利擁護推進事業費 302D 施策 06 地域福祉
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その他
一般財源 725 1,060 1,191 

合計　C（A+B） 725 1,060 1,191 

C
の
財
源
内
訳

国庫・県支出金

市債

職員人件費 392 389 511 
嘱託等人件費

人件費　B 392 389 511 
職員人工数 0.05 0.05 0.08

目標値 ―
達成
年度

― 24
年
度
平成30年度 71

事業費　A 333 671 680 
負担金補助及び交付金 333 671 680 

③事業費 （単位：千円）

【今後の取組方針】（事業の方向性： 維持）

令和元年度決算 令和2年度決算 （参考）令和3年度予算 備考

事業成果
（達成状況等）

・引き続き、関係部局等と連携し被災者の把握を行い、小災害見舞金の交付による応急的援護を行った。

・小災害見舞金事業については、国や県による支援事業がないため、市が実施する必要性が高く、阪神間他都市も
実施していることから、継続して実施していく。

【成果と課題】（目標に対する達成状況：
・平成30年3月号から、市報の一般記事を

―　　）

令和元年度 13 令和2年度

款 15 民生費

局 健康福祉局 課 福祉課 所属長名 高橋　健二

②事業成果の点検

目標指標

①事業目的・事業概要・実施内容
事業目的
（趣旨・対象・
求める成果）

災害救助法及び尼崎市災害弔慰金の支給等に関する条例の適用を受けるにいたらない小災害による被災者及び
その遺族に対して、応急対策として市から見舞金を交付し、被災者等の援護を図る。

実施内容

小災害見舞金交付基準に基づき、次の見舞金を交付する。(り災証明書の提出が必要）
（交付基準）
　全焼、全壊、流失　　　単身者　 30,000円（1人増すごとに2,000円加算）
　半焼、半壊　　　　　　  単身者 　20,000円（1人増すごとに1,000円加算）
　床上浸水　　　　　　　　1世帯    10,000円
　死者　　　　　　　　　　　1人     　30,000円
　重傷者　　　　　　　　 　10日以上の入院者　1人　10,000円

　＜令和2年度実績＞
　　（A）全焼、全壊、流失    　18世帯 （22人)   548,000円
　　（B）半焼、半壊　  　　     　2世帯   （5人)　   43,000円
　　（C）床上浸水　　　　　　　　 1世帯 　（1人）　  10,000円
    （D）死者　    　　　　　 　　　　 　　  　 2人   　 60,000円
　　（E）重傷者　    　　　　　 　 　 　 　    1人　 　 10,000円
　　（A）+（B）+（C）+（D）+（E） 　合　計　　  24件　  671,000円

事業概要
災害救助法等が適用されない火災、浸水、地震等の小災害による被災者及びその家族に一定の基準により見舞金
を支給する。

交付件数
（適切な成果指標及びその目標設定が困難なため、活動指標の実績値のみを表記）

単位 件

目標・実績

根拠法令

展開方向
06-3 誰もが安心できるくらしを支える基盤づくり
を進めます。

事業分類

行政の取組 06-3 誰もが安心できるくらしを支える基盤づくり項

尼崎市小災害見舞金交付要綱

05 社会福祉費

目 05 社会福祉総務費

補助金・助成金 事業開始年度 昭和53年度
会計 01 一般会計

令和3年度事務事業シート（令和2年度決算）
事務事業名 小災害見舞金 30CA 施策 06 地域福祉
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H30年11月から事業開始
令和3年10月末で事業終了

兵庫県被災者生活再建支援金
補助金（補助率　2/3）

令和3年度事務事業シート（令和2年度決算）
事務事業名 被災者生活再建支援金 30CC 施策 06 地域福祉

根拠法令

展開方向
06-3 誰もが安心できるくらしを支える基盤づくり
を進めます。

事業分類

行政の取組 06-3 誰もが安心できるくらしを支える基盤づくり項

尼崎市被災者生活再建支援金交付要綱

05 社会福祉費

目 05 社会福祉総務費

補助金・助成金 事業開始年度 平成30年度
会計 01 一般会計

令和元年度 27 令和2年度

款 15 民生費

局 健康福祉局 課 福祉課 所属長名 高橋　健二

②事業成果の点検

目標指標

①事業目的・事業概要・実施内容
事業目的
（趣旨・対象・
求める成果）

市内に居住し、平成30年に発生した台風第21号等により、住家被害（損害割合10％以上）を受けた被災者の経済的
負担軽減を図り、早期の生活再建を支援する。

実施内容

1　交付対象
　市内に居住し、平成30年台風第21号等の被害を受け、全壊、大規模半壊、半壊、一部損壊（損害割合10％以上）
のり災証明書の交付を受け、住宅の補修等を行う世帯の世帯主

2　交付額
　　①全壊世帯（※）　　　　　　　　　　　　　　　150万円
　　②大規模半壊世帯　　　　　 　　　　　　　　　75万円
　　③半壊世帯　　　　　　　　　　　　　　　　　　　25万円
　　④一部損壊（損害割合10％以上）の世帯　15万円
　　※半壊又は敷地被害によりやむを得ず解体を含む

3　申込期間　　　平成30年11月1日～令和3年10月29日

4　令和2年度交付実績
　　①件数　4件（半壊1件　一部損壊3件）
　　②金額　700,000円(250,000円×1件+150,000円×3件)

事業概要
平成30年台風第21号等の被害を受けた世帯で被災家屋の補修等を行う者に対して、被災者生活再建支援金を支
給する。

交付件数
（適切な成果指標及びその目標設定が困難なため、活動指標の実績値のみを表記）

単位 件

目標・実績

③事業費 （単位：千円）

【今後の取組方針】（事業の方向性： 廃止）

令和元年度決算 令和2年度決算 （参考）令和3年度予算 備考

事業成果
（達成状況等）

・被災者生活再建支援金の交付により、被災者の早期の生活再建を支援した。

・令和3年10月末の事業終了までに申請のあった被災者生活再建支援金を交付することにより、被災者の早期の生
活再建を支援する。

【成果と課題】（目標に対する達成状況：
・平成30年3月号から、市報の一般記事を

―　　）

目標値 ―
達成
年度

― 4
年
度
平成30年度 35

事業費　A 5,912 716 23,318 
需用費 12 16 18 
負担金補助及び交付金 5,900 700 23,300 

職員人件費 910 719 639 
嘱託等人件費

人件費　B 910 719 639 
職員人工数 0.16 0.11 0.10

その他
一般財源 2,889 968 8,424 

合計　C（A+B） 6,822 1,435 23,957 

C
の
財
源
内
訳

国庫・県支出金 3,933 15,533 
市債

467 
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令和3年度
（国）地域支援事業交付金38.50%
（県）地域支援事業交付金19.25%
（その他）第1号保険料23.00%

令和3年度事務事業シート（令和2年度決算）
事務事業名 権利擁護推進事業費 TJ2Q 施策 06 地域福祉

根拠法令

展開方向
06-3 誰もが安心できるくらしを支える基盤づくり
を進めます。

事業分類

行政の取組 06-3 誰もが安心できるくらしを支える基盤づくり項

老人福祉法ほか

05 地域支援事業費

目 10 包括的支援等事業費

ソフト事業 事業開始年度 平成26年度
会計 60 介護保険事業費

令和元年度 591 令和2年度

款 17 地域支援事業費

局 健康福祉局 課 北部福祉相談支援課 所属長名 上野　裕司

②事業成果の点検

目標指標

①事業目的・事業概要・実施内容

事業目的
（趣旨・対象・
求める成果）

認知証高齢者など判断能力が不十分な者及びその関係者を対象に、成年後見に係る相談から申立、受任者の養
成・監督など一体的に支援を行うことで、誰もが本人らしい生活を送れる体制をつくる。（権利擁護ネットワーク事業、
市民後見推進事業を統合・拡充）

実施内容

成年後見支援に係るセンターを設置（委託、南北保健福祉センター内に設置）
　・成年後見制度に係る専門的な利用支援（市民・介護事業者への相談・申立支援）
　・専門職相談会の実施
　・市民後見人の養成・受任調整・活動監督
　・権利擁護支援
　　　権利擁護支援ネットワークの推進（センター運営委員会）
　　　権利擁護相談、権利擁護に関する広報啓発
困難ケースの権利擁護に関するスーパーバイズ
　・法律顧問による市に対する相談・同行支援、権利擁護支援チームによる個別支援

事業概要
成年後見等支援センターを設置・運営し、成年後見に係る専門的な知見を背景に相談から対応、その後の支援
まで一体的に行うとともに市民後見人の養成等を行うことで、高齢者・障害者の権利擁護を図る。

成年後見等に係る相談支援の終了件数
（適切な成果指標及びその目標設定が困難なため、活動指標の実績値のみを表記）

単位 件

目標・実績

③事業費 （単位：千円）

【今後の取組方針】（事業の方向性： 維持）

令和元年度決算 令和2年度決算 （参考）令和3年度予算 備考

事業成果
（達成状況等）

・平成26年度より成年後見等支援センターを設置し、市民や各機関からの相談に対応した。
＜平成30年度実績＞　権利擁護相談1,178件、市民後見人養成5人、後見人受任10人（30年度末）
                               センター運営委員会2回
＜令和元年度実績＞　権利擁護相談1,450件、市民後見人養成8人、後見人受任6人（元年度末）
                               センター運営委員会1回
＜令和2年度実績＞ 　権利擁護相談1,473件 、市民後見人養成5人、後見人受任8人（2年度末）
                               センター運営委員会2回
※実績は権利擁護推進事業（介護特会）と重複する。

・成年後見等支援センターを成年後見制度利用促進の中核機関とし、弁護士や民生児童委員、地域包括支援セン
ター、相談支援事業所等で構成する成年後見等支援センター運営委員会を通じて、地域連携ネットワーク機能が有
効に活用できるよう協議を進める。

【成果と課題】（目標に対する達成状況：
・平成30年3月号から、市報の一般記事を

―　　）

目標値 ―
達成
年度

― 588
年
度
平成30年度 700

事業費　A 14,686 14,724 14,742 
委託料 14,686 14,724 14,742 

職員人件費 862 933 927 
嘱託等人件費 351 322 328 

人件費　B 1,213 1,255 1,255 
職員人工数 0.11 0.12 0.12

その他 3,378 3,393 
一般財源 4,040 4,089 4,092 

合計　C（A+B） 15,899 15,979 15,997 

C
の
財
源
内
訳

国庫・県支出金 8,481 8,512 
市債

8,503 

3,387 
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